
公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本診
療放射線技師会

1010405010591
医療被ばく低減
施設認定の更新
に係る審査料

110,000 -
令和4年9月5日

令和5年1月25日
- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本診
療放射線技師会

1010405010591
日本診療放射線
技師会放射線管
理士審査料

3,000 - 令和4年9月1日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本診
療放射線技師会

1010405010591
賛助会費（個人
会費、年会費）

24,000 一口：24,000 令和4年4月20日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人健康加
齢医学振興財団

1130005012407

第26回日本心血
管内分泌代謝学
会学術総会協力
金

200,000 - 令和4年12月15日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本麻
酔科学会

1140005005384
「麻酔のしおり」
×4,000冊

205,050 -
令和4年6月17日

8月4日
令和5年2月9日

- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本麻
酔科学会

1140005005384
２０２２年度認定
病院新規登録料

11,000 - 令和4年5月31日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本麻
酔科学会

1140005005384
術後疼痛管理研
修修了証明書発
行料

40,000 - 令和4年9月1日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本整
形外科学会

3010005016681
令和4年度日本
整形外科学会年
会費

95,000
一口：13,000
一口：14,000

令和4年5月31日
6月10日
6月29日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本整
形外科学会

3010005016681
脊椎脊髄病医資
格継続審査料

20,000 -
令和5年1月20日

1月31日
- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本整
形外科学会

3010005016681
専門医資格登録
料

100,000 -
令和4年8月31日
令和5年3月20日

- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本腎
臓財団

3010005017779
透析療法従事職
員研修受講料(5
名分)

115,000 - 令和4年4月25日 - 公財 国認定

所管府省

公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく
独立行政法人から公益法人への契約以外の支出についての情報の公開

支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

様式４



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

3011005003380

労働と看護の質
向上のための
データベース
(DiNQL)事業参加
費

181,500 -

令和4年4月1日
5月24日
5月31日
6月20日

－ 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

3011005003380
2022年度医療安
全管理者養成研
修受講料

138,600 -
令和4年6月28日

6月30日
- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

3011005003380
指定研修機関連
絡会に係る研修
会参加費

3,000 - 令和5年1月11日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

3011005003380 認定審査料 155,100 -

令和4年7月21日
8月2日

11月15日
11月16日
12月13日

－ 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本リ
ハビリテーション医学
会

3011105005335

日本専門医機構
リハビリテーショ
ン科領域専門医
資格更新料

31,313 - 令和4年4月28日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本リ
ハビリテーション医学
会

3011105005335
賛助会費（個人
会費、年会費）

30,000 一口：15,000
令和4年4月28日

8月26日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本リ
ハビリテーション医学
会

3011105005335
リハビリテーショ
ン科専門医登録
料

40,626 - 令和4年9月9日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人臨床研
修協議会

4700150066881 会費（年会費） 75,000 一口：25,000
令和4年5月23日

6月30日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人臨床研
修協議会

4700150066881
プログラム責任
者養成講習会参
加費

68,000 - 令和4年7月28日 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人臨床研
修協議会

4700150066881
令和4年度臨床
研修協議会年会
費

25,000 一口：25,000 令和4年5月31日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本医
師会

5010005004635 会費（年会費） 178,000 一口：9,000

令和4年5月23日
6月30日
8月17日
8月31日

11月30日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本医
師会

5010005004635
臨床検査精度管
理調査参加費

1,272,000 -

令和4月12日
5月16日
5月17日
5月18日
5月25日
5月26日
5月31日
6月1日
6月2日
6月3日

6月20日
6月30日
7月5日

7月29日
8月5日

8月25日
12月1日

－ 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本医
師会

5010005004635
日本医師会雑誌
購読料

25,000 -
令和4年4月26日
令和5年1月20日

3月1日
- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本医
師会

5010005004635
医師資格証 更新
発行事務手数料

13,750 -
令和4年6月11日

6月17日
令和5年3月1日

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本医
師会

5010005004635
医療事故調査制
度「管理者・実務
セミナー」参加費

3,000 - 令和5年1月20日 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639
認定病院患者安
全推進協議会年
会費

960,000 一口：60,000

令和4年4月1日
4月6日
4月7日

4月13日
4月14日
4月15日
4月25日
4月28日

令和5年3月24日
3月27日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639
病院機能評価受
審申込料

3,480,000 -

令和4年4月28日
6月16日
8月30日
9月15日
9月28日

－ 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639
病院機能評価に
係る受審料

12,650,000 -

令和4年5月31日
7月29日
8月12日

令和5年2月8日
2月17日
3月7日

- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639
病院機能評価に
係る補充的な確
認審査評価料

264,000 -
令和4年6月2日

12月8日
12月21日

公財 国認定



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639
病院機能評価
サーベイヤー派
遣料

1,408,000 -
令和4年4月28日

7月27日
12月9日

- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639

病院機能評価
機能種別版評価
項目解説集　購
入費

11,000 -
令和4年6月30日

7月29日
－ 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639

病院機能評価受
審準備に係る
WEBセミナー受講
料

99,000 - 令和4年11月30日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639
産科医療補償制
度掛金

18,292,000 -

令和4年4月27日
4月30日
5月27日
5月30日
6月27日
6月30日
7月27日
8月29日
8月31日
9月27日
9月30日

10月27日
10月31日
11月28日
11月30日
12月27日

令和5年1月27日
1月31日
2月27日
2月28日
3月27日
3月31日

- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本医
療機能評価機構

5010005016639

医療クオリティマ
ネージャー養成
セミナー等　受講
料

561,000 -

令和4年4月5日
5月16日
5月19日
5月31日
6月8日

6月30日
10月3日

10月18日
10月20日
12月28日

令和5年1月20日
2月24日

- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人医用原
子力技術研究振興財
団

5010405010448
放射線治療シス
テム出力線量測
定費用

192,000 -
令和4年4月26日
令和5年3月1日

－ 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本理
学療法士協会

5011005003783
がんのリハビリ
テーション研修会
参加費

264,275 -
令和4年5月31日

11月18日
公社 国認定



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人神奈川
県医師会

5020005010277
母体保護法指定
医師更新料

120,000 - 令和4年8月25日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人鳥取県
西部医師会

5270005004840

鳥取県医師会及
び西部医師会費
（法人会費、年会
費）

300,000
一口：50,000
一口：250,000

令和4年7月5日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本化
学療法学会

6010005016811
賛助会費（個人
会費、年会費）

18,354
一口：9,122
一口：9,232

令和4年5月9日
5月13日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本化
学療法学会

6010005016811 書籍購入費 118,208 -
令和5年1月19日

2月13日
2月27日

- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人原子力
安全技術センター

6010005018634
放射線発生装置
定期検査料及び
定期確認料

367,730 - 令和4年6月30日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人原子力
安全技術センター

6010005018634
特定放射性同位
元素防護管理者
定期講習受講料

60,500 -
令和4年7月11日

7月25日
- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人原子力
安全技術センター

6010005018634
放射線取扱主任
者定期講習会参
加費

14,077 - 令和4年10月21日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人医療研
修推進財団

6010405010587
臨床研修協議会
年会費

50,000 一口：25,000 令和4年5月20日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人医療研
修推進財団

6010405010587
医師臨床研修
マッチングシステ
ム利用手数料

1,228,293 -

令和4年10月31日
11月1日
11月4日
11月7日
11月8日

11月21日
11月25日
11月29日
12月1日
12月8日

12月28日

－ 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人ボイラ・
クレーン安全協会

6010605002368 年会費 12,000 一口：12,000 令和4年8月31日
ボイラー・第1種圧力容器検査
を受講するため。

公社 国認定



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人ボイラ・
クレーン安全協会

6010605002368
ボイラー・第一種
圧力容器性能検
査受検料

1,297,547 -

令和4年4月1日
4月28日
5月31日
6月17日
6月30日
7月29日
9月9日

9月16日
9月30日

10月31日
11月30日
12月26日

令和5年1月31日
2月21日
3月3日

3月31日

- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本適
合性認定協会

6010705001550
ISO15189再審査
料

910,800 - 令和4年12月22日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本適
合性認定協会

6010705001550
ISO15189認定維
持料

748,000 - 令和5年2月3日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本中
毒情報センター

6050005010703
日本中毒ｾﾝﾀｰ賛
助会費

300,000 一口：100,000
令和4年4月5日
令和5年3月2日

3月31日

救急外来業務を実施するに当
たり、会員へ提供される中毒対
応時の情報が必要であるた
め。

公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人日本中
毒情報センター

6050005010703 中毒情報利用料 18,000 -

令和4年4月26日
8月8日

8月25日
8月30日
10月4日

12月28日
令和5年1月20日

1月24日
1月31日

- 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人北九州
市門司区医師会

6290805008071 医師会費 204,000
一口：26,500
一口：38,500
一口：86,000

令和4年5月17日
12月13日

業務を実施するにあたり、生涯
教育を通じた医療の質の向
上、医療機関の連携推進、健
康教育、相談事業、予防接種
事業、急患センター事業、健診
事業、准看護師育成、介護
サービス事業等を通じて、公衆
衛生の増進に努める必要があ
るため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人北九州
市門司区医師会

6290805008071
各種検診精密検
査実施医療機関
登録申請料

28,000 - 令和5年1月11日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本ア
イソトープ協会

7010005018674
RI廃棄物回収処
理

319,660 - 令和4年11月1日 - 公社 国認定



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本ア
イソトープ協会

7010005018674

放射線業務従事
者のための教育
訓練講習会　受
講料

4,000 - 令和4年9月1日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

7020005008492
2022年度特定行
為研修指導者講
習会受講料

7,380 - 令和4年6月30日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

7020005008492
認定看護師更新
審査料

31,680 - 令和4年7月22日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

7020005008492
専門看護師認定
料

21,780 - 令和4年11月30日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本看
護協会

7020005008492
看護週間の行事
開催に係るポス
ター代

4,180 - 令和4年4月22日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人日本人
間ドック学会

8010005008609 年会費 115,000
一口：10,000
一口：30,000
一口：35,000

令和4年4月15日
4月28日
5月11日
6月22日

特定健診の集合契約を実施す
るにあたり、入会が必要なた
め。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人かずさ
ＤＮＡ研究所

8040005016807
遺伝子検査委託
料

246,400 -

令和4年4月20日
5月16日
12月1日

令和5年3月1日

公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人全日本
病院協会

9010005003096 年会費 288,000 一口：96000
令和4年5月1日

5月26日
6月1日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人全日本
病院協会

9010005003096
令和４年度日帰り
人間ドック年会費

30,000 一口：30,000 令和4年5月26日

医療の質の向上及び最新情報
の収集のために、会員へ提供
される症例や事例等の最新の
情報が必要であるため。

公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人全日本
病院協会

9010005003096

「医師事務作業
補助者体制加
算」研修会参加
費

151,250 -

令和4年7月4日
10月21日
12月8日

令和5年1月11日
3月16日

- 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人全日本
病院協会

9010005003096
第30回機能評価
受審支援セミ
ナー(WEB)参加費

13,200 - 令和4年5月24日 - 公社 国認定



公益法人の区分
国認定、都道府
県認定の区分

所管府省
支出元独立行
政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等 交付又は支出額

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、
もしくは最低限の金額

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人番号
支出元独立行政法人の

法人番号

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人全日本
病院協会

9010005003096
「病院情報セキュ
リティ対策」セミ
ナー参加費

5,500 - 令和5年2月14日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益社団法人全日本
病院協会

9010005003096
2022年度第2回
災害時のBCP研
修受講料

22,000 - 令和4年10月12日 - 公社 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人医用原
子力技術研究振興財
団

5010405010448
放射線治療用照
射装置出力線量
測定費

88,000 - 令和5年3月19日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人医用原
子力技術研究振興財
団

5010405010448

放射線治療用照
射装置出力線量
測定に係る輸送
費

6,000 - 令和5年3月19日 - 公財 国認定

厚生労働省
独立行政法
人労働者健
康安全機構

7020005008492
公益財団法人原子力
安全技術センター

6010005018634
定期検査及び定
期確認に係る手
数料

367,730 - 令和4年5月24日 - 公財 国認定

【記載要領】

（注１）「公益法人等」には、特例民法法人、公益社団・財団法人が含まれる。

（注２）「名目・趣旨等」には、その詳細を簡潔に記載すること。

（注３）「会費一口当たりの金額、もしくは最低限の金額」の欄は支出先法人が定める会費一口当たりの金額もしくは最低限の額を記載すること。

（注４）公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


